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国民の住宅については、住宅政策のほかにも都市政策、産業政策、雇川政策、全国土政策からさらに経済政策（景
気対策）にいたるまでの多岐にわたる政策対象としてとらえられ、またとらえられてきた。これら住宅をめぐる諸政
策
は
不
可
分
一
体
の
も
の
で
あ
ろ
う
が
、
公
的
責
任
を
中
心
と
す
る
国
民
の
住
生
活
確
保
と
い
う
生
存
権
原
理
か
ら
は
、
中
心
と
な
ら
な
仏
宅
保
隙
の
法
剛
と
法
榊
避
八九
J［’'’三二は
じ
め
に
所有側係別住宅形態と仇宅保陳の独水原理
保
障
水
準
と
し
て
の
居
住
水
鵡
住宅保障の責任主体と役割分担
各
責
任
主
体
に
お
け
る
住
宅
保
障
施
策
の
現
状
現
行
住
宅
保
障
制
度
の
検
対
と
将
来
の
腱
望
む
す
ぴ
は
じ
め
に
住
宅
保
障
の
法
Ⅲ
と
法
枇
造
次 ｌ社
会
保
障
法
原
理
か
ら
の
ア
ブ
陣
Ｉ
チ
ー
－立一
IF;Ｉ
藤
昭
住宅保障の法理と法柵造
九○
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
も
と
よ
り
住
宅
政
簸
で
あ
る
。
「住」が「衣」、「食」とならぶ生活の三大要素である以上、「住」の確保が生存権の愈要な内雰をなすことはもは
（１）
や
自
明
の
こ
と
で
あ
り
、
今
Ⅱ
の
学
説
上
は
こ
の
点
で
異
論
は
な
い
と
こ
ろ
と
み
ら
れ
る
。
し
か
し
、
戦
後
現
実
に
と
ら
れ
て
き
た
住
宅
政簸・立法は、むしろ住宅における個人資征主義を雑訓とし、いたずらに建設戸数主義に走ったものであっ卓戦後
の住宅に対する立法的関与は、昭和一一五年の住宅金融公脈扶、一一六年の公徹住宅法、一一八年の産業労働打住宅盗金融
通法、三○年のⅡ木住宅公Ⅲ法など、戦後の混乱の収束期にようやく棚姑されたが、これらのなかで、たとえば公憐
住宅における低家賃住宅など、低所得者に対するわずかな生存権原理のあらわれもみられなくはなく、また公営住宅
や公団住宅の建設それ自体、「住宅難」時代Ⅱ経済復興期にはかなりの機能を発揮したことは認められる。しかしそ
の
基
調
と
し
て
の
個
人
責
任
主
義
と
建
設
戸
数
主
義
の
帰
結
は
、
い
ま
や
周
知
の
ご
と
く
○
Ｌ
Ｄ
Ｋ
式
の
画
一
性
に
加
え
る
「
高
・
狭
。
遠」によって二万五千戸の公共住宅の空屋を擁する反面で、依然として「うさぎ小屋」の異名をとる居住水準の低い、
しかし術家貸の氏徴伐岱住宅依存打の多さと、持家取得打における「口ｌン・返済地猟」を現川せしめている。
こ
の
よ
う
な
戦
後
か
ら
現
在
に
い
た
る
化
宅
政
簸
の
破
綻
は
、
生
存
椛
爪
班
を
よ
り
強
く
浸
透
さ
せ
る
こ
と
に
よ
る
従
来
の
政
筑
・
立
法
原
迎
の
大
き
な
転
換
を
要
誠
す
る
の
で
あ
る
が
、
こ
の
場
合
放
婆
な
こ
と
は
、
「
住
」
を
他
の
生
活
要
素
と
き
り
離
し
て
保
障
す
る
の
で
は
な
く
、
そ
れ
を
国
民
の
す
べ
て
の
生
活
婆
辮
Ｉ
な
か
ん
ず
く
所
得
Ⅲ
就
労
Ⅶ
ｌ
と
の
側
述
に
お
い
て
、
ト
ー
タ
ル
な
生
活
保
障
体
系
の
な
か
に
融
合
せ
し
め
、
他
の
生
活
保
障
と
の
有
機
的
述
挽
の
も
と
に
展
開
さ
せ
ら
れ
る
べ
き
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
し
て
は
じ
め
て
同
氏
の
（
経
済
）
生
活
の
具
体
的
状
況
を
前
提
と
し
た
、
し
た
が
っ
て
川
氏
に
真
に
有
効
、
適
切
な
「
住
宅
保
障
」
の
姿
が
え
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
このような船木的観点から、住宅係隙立法の社会係陣法的把搬と柵成が必要となる。そこで水稲は、とりあえず、
現
に
所
得
保
障
、
医
旅
保
障
の
分
野
で
先
行
し
て
い
る
社
会
保
障
法
の
立
法
原
班
、
立
法
柵
造
な
い
し
立
法
的
手
法
を
住
宅
保
障
立
法
分
野に適用し、そこにえられる社会保障法的住宅保障立法の構図を描いたうえ、現行の住宅政簸・立法を批判、検討し、
そ
の
課
題
の
指
摘
と
と
も
に
、
あ
る
べ
き
将
来
の
姿
を
展
望
す
る
こ
と
と
す
る
。
こ
の
場
合
の
要
点
と
し
て
は
、
保
障
の
責
任
主
体
の
確
定と、その責任主体側の役割分担の究明、保障の水地、内沸、形態いかんの問題があり、形態に関してはとくに住宅
保
障
に
固
有
の
韮
本
的
取
要
問
題
と
し
て
持
家
保
障
か
賃
貸
住
宅
係
障
か
が
か
ら
む
こ
と
に
な
る
。
論
述
の
便
宜
と
し
て
、
こ
の
妓
後
の
問
題
か
ら
入
る
こ
と
と
す
る
。
陥
れ
る
に
と
も
な
い
、
』（３）
にいたったとい垣える。
このような意味での住宅保障と密接にかかわるのは生存権にもとづく国民生活保障の根幹をなす社会保障法である。
右に述べたような観点からは、住宅保障は社会保障法と一体となって、というよりも社会保障法のなかに組込まれて
進
展
さ
せ
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
学
説
上
の
こ
の
よ
う
な
住
宅
保
障
へ
の
社
会
保
障
法
的
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
比
較
的
最
近
の
こ
と
に
属する。その原因は、伝統的な社会保障法概念が所得、医旅保障を中心とし、住宅保障との関述が希薄であったこと、
そして生活の三大要素のうち「住」は「衣」、「食」に比して保障の緊急度が弱かったことにあったとみられる。しか
し
、
伝
統
的
社
会
保
障
法
の
中
軸
と
し
て
の
所
得
、
医
療
両
保
障
面
で
の
法
制
が
あ
る
て
い
ど
進
展
を
み
せ
る
反
面
で
の
住
宅
政
筑
の
破
綻、とくに高度経済成長による人川の都市染中化（当然、核家族化をともなう。）の結果としての宅地の取得難、インフ
レによる述築猟而騰、それと平行する餌袋住宅家伐の術額化などが国民、とくに都市化比の化生沿而を大きな危機に
陥
れ
る
に
と
も
な
い
、
さ
き
に
み
た
よ
う
な
意
味
で
の
住
宅
保
障
の
砿
立
と
、
そ
れ
に
対
す
る
社
会
保
障
法
的
ア
プ
ロ
ー
チ
を
強
く
促
す
住
宅
保
障
の
法
理
と
法
構
造
九
一
わが国は、世界でもアメリカについで持家率が高いといわれ（表１参照）、また持家指向が強いと指摘される。建
設省の住宅需要実態調査によれば、現在の借家世帯の約三分の一が改善を考えているが、その改蕃計画は、大半が新
（２）わが国の住宅政簸・立法の歴史については、水本浩「化宅政策・住宅法制の概観」（ジュリスト増刊『現代の住宅問題』
所収二八頁以下）、大木圭野「わが国における住宅政策の展開と特徴」（賃金と社会保障八二五鑑所収）など参照。
（
３
）
こ
の
点
に
つ
い
て
は
．
性
騰
繼
「
住
宅
・
住
嬬
環
境
蕊
愉
と
社
会
保
障
Ｉ
化
暦
保
障
訴
訟
か
ら
住
宅
政
簸
の
転
換
を
か
い
ま
み
て
ｌ
」
週
刊
社
会
保
障
、
昭
和
五
五
年
十
月
一
三
日
号
四
○
頁
以
下
）
、
同
、
「
住
宅
保
障
Ⅱ
居
化
生
活
環
境
保
障
と
社
会
保
障
法
の
課
題
」
（
賃
金
と
社
会
保
障
八
二
五
号
、
七
頁
以
下
）
な
ど
参
照
。
同
教
授
は
、
は
や
く
か
ら
「
仇
宅
Ⅱ
住
居
生
活
環
境
問
題
」
を
社
会
保
障
系
列
で
と
ら
え
ら
れ
て
い
る（同、「社会保障の法体系（上と昭和四四年勁戯番房）。般近において、河野正繩教授も同様に社会保障法の傾城でとらえ
られるにいたっている（「住生活と社会保障」（河野他二編前掲譜二三九頁以下）。法休学サイドからではないが、住宅を生滅
問題の一環としてとらえる立場がとられたものに、大本玉野『生活保障論』（ドメス出版、一九七九）。
仇
宅
保
障
の
法
理
と
法
柵
造
九二
（１）従来から多くの学者によって「住」に関する生存権、あるいは基本的人権の観点からの「居住権」概念が提唱されている。
鈴木禄也『居住権論』（新版×有斐閣、昭和五六）、下山瑛二「住宅政策原理の転換ｌ住届法の必要性」ジュトリス増刊『現
代
の
住
宅
問
題
』
一
二
七
頁
以
下
、
篠
塚
昭
次
「
居
住
権
の
法
理
念
と
住
居
法
」
（
住
宅
、
二
四
巻
八
号
、
一
九
七
五
、
一
二
頁
以
下
、
早
川
和
男「住宅政策転換の理念と方向」（下山他編『住宅政策の提言』（ドメス出版、一九七九）所収）、石村善治「居住基本権の提
唱「（河野正輝他編『住居の権利』（ドメス出版、一九八一）所収）など。また幸福追求権Ⅱ懸法二五条を根拠として土地お
よ
び
家
腿
の
生
存
的
利
用
利
益
が
保
障
さ
れ
る
権
利
概
念
（
生
存
的
利
用
利
益
享
受
権
、
生
存
的
利
用
利
益
追
求
権
、
生
存
的
利
川
利
益
侵
害
防
止樵）が立てられたものとして水本浩「居住権の法理論」（Ⅱ木土地法学会『仏宅政餓・防災と法理論』（打斐川、昭派二
止樵）唖
五四頁。
所
有
関
係
別
住
宅
形
態
と
住
宅
保
障
の
基
本
原
理
表１世界の持家率と広さ比較
薗了i7～辺ｕｌ持家率|l鑿箸ﾘ蝋 １戸当たりの人員数１戸当たりの室数
2.7(75)(人）
3.5(78）
2.6(78）
3.0(77）
2.5(75）
2.3(75）
2.5(78）
64.7(76)(%),`qw鼠)’ 5.1(76)(壷4.5(78）
4.9(71）
3.7(71）
3.6(73）
3.8(70）
`1.2(78）
）0.6(70）
0.8(78）
0.6(71）
0.9(71）
0.8(73）
0.7(70）
０．７(72）
アメリカ
１１木
イギリス
イクリア
ブランス
スウェーデン
西ドイツ
住宅保障の法理と法構造
54.6(79）
50.9(71）
`17.1(75）
38.9(75）
33.5(72）
(備汚）１．建設省「建設統計要覧」等による。
２．（）内は調査年（西暦)。
表２改善計画の有無・計画の内容（昭和53年・全国）
（＃i位8％）
、
nHHjII悪野
J寵ｌＣ
(資料） Ｈ１和53年住宅需要実態調査（巡設省住宅局）
菜（三五・八％）、家の購入（一一一
三・九％）など持家指向をもっ
ており、また借家世柵で改誇計
画をもっていない世滞の叫川の
約
半
分
は
「
資
金
が
な
ど
と
い
う
ことである（表２）。また、昭和
五
六
年
版
「
国
民
生
活
白
書
」
の
指
摘
に
よ
れ
ば
、
日
本
人
の
家
族
成
長
の各段階（ライフ・ステージ）
で
の
住
み
替
え
に
は
一
つ
の
型
が
あ
り
、
高
齢
単
身
者
が
持
家
か
ら
民
営
借
家
（
共
同
住
宅
）
へ
の
ケ
ー
ス
も
多くなるが、概して持家取得が
指
向
さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
親
から独立した子供は、親元、寮、
下
宿
を
離
れ
て
民
営
借
家
（
共
同
住
宅）に入居するが、緒斯して一
九三
住宅保障の法理と法構造
九
四
家
を
形
成
す
る
と
独
身
生
活
を
送
っ
た
民
営
借
家
、
共
同
住
宅
か
ら
他
の
民
営
借
家
、
持
家
、
給
与
住
宅
に
住
み
か
え
る
。
つ
ぎ
に
子
供
が生れて保育所、幼稚園に通うころは民営借家や給与住宅間での住み替えが増えるとともに持家取得世帯もかなりあ
る。子供の成長につれてこの傾向が続き、持家取得世帯は五割にたっする。子供が勤めはじめるころ、持家への住み
替えが七割弱となる。退職後は持家取得が圧倒的になるが、子供と離れて暮す高齢単身者世帯では子供の家や持家か
（１）
ら民営借家（共同住宅）へ住み替菫えるケースも多いとされている。
こ
の
よ
う
に
し
て
、
日
下
の
と
こ
ろ
、
賃
貸
型
住
宅
は
日
本
人
の
ラ
イ
フ
・
サ
イ
ク
ル
に
と
っ
て
い
わ
ば
経
過
的
住
居
形
態
で
あ
り
、
最
終
的
に
は
多
く
の
国
民
が
持
家
形
態
を
と
っ
て
い
る
。
そ
れ
が
一
○
○
％
災
現
さ
れ
て
い
な
い
の
は
、
主
と
し
て
資
金
上
の
障
害
に
よ
る
も
の
と
考
え
て
大
過
な
い
で
あ
ろ
う
。
現
在
の
日
本
人
の
意
識
と
し
て
所
有
関
係
別
居
住
形
態
か
ら
み
た
人
生
の
終
読
点
は
持
家
な
の
（２）
戦前においては併家率の方が商かつたわが国の居化形態がなにゆえ持家中心となったかの理小川として一般にあげら
れているものは、①わが国では一般に家屋が財産形成の目標とされていること、②持家が立身川世や、成功のメルク
マールとされていること、③住生活に対する国民のニーズ向上から、一般に狭い貸家からより広い持家への欲求に転
（３）
化したこと、④住宅金融の充実にとＪ○ない、借入金返済額と借家の支払家賃とが妓近では何じょうになったこと、な
どであるが、①、②はともかく、③、④は有力な理由と考えられる。とくに、生活水準の向上にともなう住宅水準の
向
上
、
ま
た
住
生
活
面
で
の
欲
求
の
多
様
化
は
、
と
か
く
手
狭
で
、
間
取
も
画
一
的
な
、
し
か
し
バ
ス
、
ト
イ
レ
つ
き
な
ど
そ
れ
な
り
に
向
上
し
た
住
居
水
準
を
も
つ
に
い
た
っ
た
こ
と
か
ら
家
賃
の
高
額
化
し
た
賃
貸
住
宅
を
忌
避
せ
し
め
、
ひ
と
び
と
を
持
家
指
向
に
強
く
導
いたのであろう。また各種住宅金融の発達もみのがしえない。さらに、戦後における一貸した国民のほとんどを覆う
である。
生活不安感、生活危機感は、せめてみずからの生活のたのみとなる「城」を切望せしめるという戦後社会に独特の心
理的原因も作川しているであろう。
それはともあれ、大別した場合における所有関係別住宅形態の二大形態としての持家と賃貸住宅とは、生存権的観
点からの住宅保障としていかに評価されるか。また、これ以外にいかなる住宅形態が妥当なものとなるのか。持家と
賃貸とでは、前者、とくに庭つき一戸建てが居住者それぞれのニードに対応し、また安息を与えるものとして、一般
的には好ましい、理想的形態とＨされる。政府は昭和四○年、中堅勤労者に持家を取得させるための地方住宅供給公
社法制定にはじまり、四一年制定の住宅建設計画法にもとづく四次にわたる住宅建設五箇年計画においても持家建設
を小心にするなど、持家推進に虹点を侭いてきた。建設省の私的識間機関「定住榊想雑木間題研究会」喬齢化と地域
政策）報告書（昭五六年一月）も、低所得者などのための賃貸住宅供給の必要性を説きつつも、持家取得政策の推進
を強調してい鞆』これに対して住宅宅地審議会は、当面、最低居住水準以上の確保を図る施策として公共賃貸住宅の
（５）
供給等併家対簸に迩点を世いている。この点で、政府の作成すぺき住宅建設総合計価において、住宅建設事業総賦の
一一分の一以上は公共賃貸住宅建設珈業としなければならないとする日本社会党「住宅保障法」案はより明白である。
こ
こ
で
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
は
、
居
住
形
態
の
社
会
階
層
性
で
あ
る
。
国
民
生
活
セ
ン
タ
ー
調
査
「
大
都
市
老
齢
者
世
帯
の生活」（一九七九・一一一）によれば、表３の示すように、老齢期における住宅形態は、持家率にしても商所得階胴と
低所得階層とではきわめて大きな差があり、また同じ賃貸住宅でも、住宅条件が比較的良好な公共住宅が上位階層に
多いのに対し、下位階層では住宅条件が一般に悪い（表４）民営住宅が多いので恥麺・持家率が世界、第二位である
と
い
っ
て
も
、
持
家
に
住
ま
な
い
人
々
は
賃
貸
系
住
宅
に
住
む
こ
と
を
お
そ
ら
く
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
、
そ
し
て
そ
れ
は
他宅保障の法理と法構造
九五
表３社会階履別住宅所有形態
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(資料）国民生活センター「大都市老齢寺世帯の生活」（1979.3）
鴎毒繋iY窪鷺ｅ扇嘉哉＝>卜苫
焦讓蕗､｢農繁ｅ覇諄i岱寿庁苫
表４所有形態別住宅面積，設備（東京都）（1973年）
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(注）民営借家の設備専用ないし共用とは炊事用流しおよび便所が専用であるか共用であるかをいう。
(資料）総理府「住宅統計調査」
住宅保障の法理と法構造
九八
低所得階層に多いということ、さらに、表４にみられるように賃貸系住宅は持家に比して面積、室数その他の面で質
的に格段におとることはきわめて重要である。国家の住宅政策、とくに生存権保障の観点からすれば、このより恵ま
れない国民層の居住実態にまず眼をむけ、そこに生存権原理を導入して、より手厚い施策が讃ぜられなければならな
、
。
‘
し持家が理想的な居住形態であるとすれば、国家は、すべての国民、とくに人生の終着点を迎えた高齢者に持家取
得の途を確保すべきである。しかし、その一○○％達成が不可能であるとすれば、まず低所得者層に着目して、賃貸
住宅の確保とその居住水準引上げに努力すべきである。その居住水準の目標は、後述の一一つの居住水準、すなわち最
低居住水準と平均居住水準のうちの前者である。国民のうちの低所得層に対し、人たるに値いする最低居住水準をみ
たす賃貸住宅の確保、これが生存悪権原理にてらした場合の第一義的な住宅政策・立法原理とされるべきである。わが
国民の持家指向の強さや、それが居住形態として理想であり、したがってその確保が理想的な政策目標であるとして
も
、
持
家
取
得
保
障
ｌ
そ
れ
は
後
述
の
ご
と
く
瀝
水
準
と
し
て
は
鏡
低
厨
住
水
難
以
上
心
レ
ベ
ル
の
平
均
謄
俳
水
準
麓
を
編
伽
す
るｌは第二義的原理として位置づけられなければなら篭
こ
の
よ
う
に
し
て
戯
ら
わ
れ
た
鵬
所
得
者
ｌ
蔓
住
宅
保
障
ｌ
最
低
種
水
準
麓
と
．
中
堅
欝
得
者
ｌ
特
讓
臓
ｌ
平均居住水準確保の二つの保障体系における前者の重要視は、あたかも社会保障法中の所得保障部門における最低生
活水準保障の重要性に対応する。すなわち所得保障法では、所得水準、生活水準が一般的に向上するにつれ、最低生
活水準以上のレベルの給付を要求することになり、その立法的対応を必要とするにいたるが、そのまえに、障害者、
病弱者などの低所得者を念頭においた最低生活水準の確保が基底的、第一義的な原理として存在しなければならない。
このことは住宅保障にもいえるのであって、ここにおいては、右の二つの保障体系のうちの第一のものを重視すると
昭和五○年八月、住宅宅地審議会は「今後の住宅政策の基本的体系について」を答申したが、そのなかで、住宅が
衣食とともに国民の基本的な構成要素を形成しているばかりでなく、人間性の形成、回復の場であるという基本的認
識のもとに、｜政策目標となるべき居住水準の設定をかかげ、国民が健全な住生活を享受するに足りる居住の最低水準
住
宅
保
障
の
法
理
と
法
構
造
九九
い
う
こ
と
に
な
っ
て
あ
ら
わ
れ
る
の
で
あ
る
。
（７）山崎消氏は、「仇宅は本質的に商価格であり、長期にわたり依却されるほかないうえ、土地に椿論している。これに対し
この社会の舷も主要な成員であるＭ川労働肴諸階府では、労働力の価倣としての梵金の木衝とその支払形態からして、住宅
商品の一折的購入は概して困難であり、低貸金の下肘労働者肘では特にそうである。そのうえ労働力供給に際しては、しば
しば居住地移動も必要になる。これらからして、凧川労働者胴にとり持家住宅はしばしば合理性を欠くことになり、本来住
宅は賃貸住宅を基本とすべきものとなる」とされる（前掲論文三頁）。
（６）山崎榊「大榔市老齢凧川謝艤肘の依宅１１他宅政蹴と年金制度との側巡づけのためにｌ」季刊社会保障研究一六巻一雌
（５）「新しい住宅事情に対応する住宅政策の基本的体系について」（昭和五五年七月三○日答申）、概要は、建設省住宅政策課
（１）昭和五六年版国民生活白書（経済企画庁）二一三頁以下。
（２）昭和一六年には借家率の方が七三％で、戦前では七○％をこえていた（水本浩「住宅政策・住宅法制の概観」（ジュリ増
刊総合特集『現代の住宅問題』（昭和五二年）二九頁参照）。
（３）建設省住宅政策課鑑修『現行の住宅政策と今後の課題』（ぎようせい、昭五六）六六頁
（４）国土庁計画調整局編『高齢化社会と地域政策』（ぎようせい、昭五六）、三一五頁以下所収。ただし、高齢者住宅対策とし
監修、前掲響八七頁以下に掲載。
て
で
あ
る
。
一四頁。
二
保
障
水
準
と
し
て
の
居
住
水
準
住宅保障の法理と法構造
一○○
（昭和六○年を目途としてその水準以下の居住の解消をはかる）である「最低居住水準」、平均的な世帯が確保する
ことが望ましい居住水池の目標たる「平均居住水準」（昭和六○年を目途とし、「一人に一室、世榊に一兆同室」を原
則とする）の二つの居住水準を示し河』
これを受けて、政府は第三期（昭和五一’五五年）住宅政策建設五箇年計画においてこの一一つの居住水準を取り入
れた。敗戦による住宅消失状況への対応簸としての量的充足策から質的充足への転換がなされたものであるが、それ
は「住宅数の絶対的不足」ないし「住宅難」解消以後当然に生ずる国民の住生活面での「趾から質この折向の変化
の反映であることはいうまでもない。
こ
の
居
住
水
準
の
達
成
度
に
つ
い
て
の
昭
和
五
三
年
時
点
で
の
政
府
の
調
査
な
い
し
推
計
に
よ
れ
ば
、
昭
和
四
八
年
に
は
最
低
居
住
水
準未達成率三三・七％、平均居住水瀧七二・四％が五一一一年にはそれぞれ一七・七％、五九・五％と下降していること、
妓
低
居
住
水
飛
に
つ
い
て
は
、
未
達
成
世
柵
の
約
半
数
が
圧
勝
俗
家
居
住
世
帯
ｒ
つ
い
で
持
家
居
住
世
糊
が
四
分
の
一
を
し
め
、
地
域
的には関東臨海、近畿の二大都市圏に一一一分の二が存在していて、この大都市圏での未達成率は民営借家世帯のウェイ
ト
が
高
い
の
に
対
し
そ
の
地
の
地
域
で
は
持
家
居
住
世
帯
も
高
く
、
ま
た
ど
の
地
域
で
も
公
共
借
家
居
住
世
帯
は
二
割
前
後
で
無
視
で
き
ない割合を示していること、他方、世帯類型別にみると一般に夫婦と長子六－一七歳世帯、夫婦と長子六歳未満世帯、
夫
婦
と
長
子
一
八
歳
未
満
世
帯
、
三
世
帯
同
居
世
帯
に
未
達
成
率
が
商
い
こ
と
、
す
な
わ
ち
、
も
っ
と
も
普
遍
的
な
世
滞
緬
型
に
未
達
成
率が高いこと、さらに所得階層との関係では、未達成率、年間所得一○○万円未満一○・一％と比較的低い（ここに
は学生も含まれている）が、これを除けば、一○○’一四九万円一三・九％、一五○’’九九万円一七・五％、二○○’
一一四九万円一七・七％、一一五○’二九九万円一五・七％、三○○’三九九万一四・九％、四○○万’四九九万円六・三％、
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
ところで、憲法二五条にてらした場合、住宅面においても「健康で文化的な最低限度の生活」水堆は何条の規範的
要
請
に
応
ず
る
も
の
と
し
て
当
然
に
確
保
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
で
あ
る
。
そ
れ
は
人
た
る
に
値
す
る
妓
低
限
の
住
生
活
韮
納
と
して、それ以下に下りえない居住水躯をもつものでなければならない。この要諦に応えたものが「蛾低居住水螂」と
解される。生存梅原皿からみて、それ以下に放慨されることの許されない化析水淋確保は、所得保障の分野において
は
す
で
に
明
確
な
観
念
と
し
て
砿
立
を
み
て
き
た
。
そ
れ
を
具
体
化
す
る
も
っ
と
も
典
型
的
な
法
休
は
生
活
係
搬
法
で
あ
る
（
一
条
、
三
条
、
八
条
）
。
こ
の
法
神
に
よ
っ
て
現
災
に
保
障
さ
れ
た
水
弛
（
生
柵
保
波
雑
準
）
は
朝
Ⅱ
訴
訟
節
一
聯
に
お
け
る
囚
側
の
敗
訴
か
ら
も
う
か
が
わ
れ
る
よ
う
に
、
必
ず
し
も
妓
低
生
活
水
耶
を
維
持
し
う
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
が
、
し
か
し
、
全
国
氏
に
対
す
る
最
低
生
活
水
搬
確
保
は
観
念
と
し
て
は
比
較
的
は
や
く
か
ら
砿
立
さ
れ
て
い
た
。
こ
の
観
念
は
当
然
化
生
活
而
に
も
お
よ
ん
で
当
然
の
と
こ
ろ
、
第
三
期
住
宅
建
設
五
箇
年
計
画
、
す
な
わ
ち
昭
和
五
一
年
に
は
じ
め
て
住
宅
政
策
上
登
場
す
る
こ
と
と
な
る
。
そ
れ
以
前
に
お
け
る
第
二
期
住
宅建設五箇年計両における目標としての「住宅難」概念では、「住宅難世帯」とは、①狭小過密居住世帯Ⅱ二’一一一人世
帯で居住室畳数九畳未満、四人以上世帯では一二畳未満の住宅に居住している世帯、②非住宅Ⅱ工場の一角等住宅以
（３）
外の建物に居住する世帯、③他の世帯の住居に同居する世帯、④老朽化した住宅に居住する世帯、を指したが、この
うちに①ついてはかろうじて最低保障水堆の観念がみられなくはないものの、全体としてはその観念をみいだすこと
住
宅
保
障
の
法
理
と
法
榊
造
一○一
五○○万’六九九万円一一・九％、七○○万円以上一・○％で、低所得階層ほど高いこと、などが示されてい麺』
こ
れ
を
要
す
る
に
、
全
体
と
し
て
居
住
水
準
は
向
上
し
て
い
る
も
の
の
、
妓
低
居
住
水
躯
以
下
の
居
住
状
況
に
あ
る
仙
帯
は
、
低
所
得
者で、とくに大都市圏において民営借家に居住する中堅的世帯に多いという重要な事実がここでもやはりうかびあが
をｌこ者宅象民てがの宅他住臓は
籍飛lM湖：綱Illiは亨紬§し’１１害者す貸住的ががそ、而濫な
なＩｌｌ（者をぺ住宅に要第のこで造い
け肋なもき宅手負；１１１－住ののと゜化れ成ど念こに当担さ義宅最生ｉＮ（こ宅腱は悪牒'１１ＭM洲鮒鮭ｆｌｉｉ
ら低能おなすでと.策貸住的のう膿iR1iiIP辮織§捌繩蛾習゜妻！；篝：震鰈鯰誓＃灘徽氏にＩＦ’よこ住必場とを、たるも迭
懲とにうと宅要合な可二こ゜い
ｆＹくおにか屑と、る能面と（l：え
ｉｆにい公ら住す蛾ぺとにに毛る
化強て鴬は者る低きすお｝１１に住
宅いも住、は。届こるけ来お宅
ハi｝。』Tl宅こ低こ住とたる－１‐け政
化現急｜この所れ水かめ保るる策
者在にお化１１）に地らの隙がノｉｋば
に、こい毛者対をす経を、低、
柵lMK“!＃藤纈郷MliX
手的度す制いるす、障と係ｊＩ１ｆ
１ｌｊＩｉｈｉｎｌｌで度このるまです陣ｆｌ(Ｉら
い所設にはとがこずあるｉｌｉｉのに
保得が家、、、と最る。と蕊戸
趣者検貸主ま家に低。－の場数
をで討のずたｆＹと居さは対が主
しあさ減こ股政も往きそ比こ義
てるれ免の低筑な水にのにｄ）に
は持な制低A1｝あう準みノiとおよ走
じ家け度所住る家をた低いうり
め取れが得水い賃みよ水てに、
て得ば設民池はのたう準は遅蛾
妥考なけ徴以一)‐向すＩこを遅れ低
当にらら賃下で額賃、光きた居
視対なれ貸のに化貸貨足にの化
さすいて住届先に住貸す火は水
れる゜い宅住巡対宅とるし、準
る公そる）ii卜状国しの持化たさ以制ｌｉｌｆのが住況で、建家宅観き下一幣馨篝艮繩搬ji蛛鯏ｆ２９
あの性営主る例をる’よＵｌｉるふ，２ｉＩｌｌ；総j;炭朏蟇il；・鰹
とヤ齢住対ばつ者そ住り、小
以
上
は
最
低
居
住
水
準
に
つ
い
て
で
あ
る
が
、
生
存
権
原
理
が
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
を
保
障
す
る
こ
と
を
内
奪
と
す
る
も
の
で
あ
るとすれば、住生活面へのその原理の適用はこの住宅についての最低居住水準の確保で足りるであろう。そしてそれ
届でたのこい」ニルるい１１最ｉｉｌｌｉはへこ住のがこlii（とか廻の・て均低、、との水屑、の理はなるｉｒｌｉ妓は一水生｜ｒｌ
ｌ剛i塑諜辮幽ｔ繩ロⅦjil＃ili胸《ii蝋瀦蝋ＩＭｌｆ?お平で!''わとも、はのに条るときか敗#縦ii鱗議I1li嬢i艀蕊準るこが貸゜宅と二ｊｌＩ１義ル解十｜Ⅱあ
砿のと妥化連しのにど（ﾉ）し分現れ
係が力、当宅設て住おおｉｉ７ｉ所なとば｛*い＃Mli:｜毒：J1Ⅶ舳劣宅のｆＹ「,、年そ陣ほ強準例とにな地状焼れ持計れのどいが＿ｌ１な、も
造況化る家画がIji（の帆国厭（るｌＩｉｌの成と宅。取に住〕ｑｌ１蚊ＩＩｔｉのみ゜氏でゼポllli＃＃瞥謹ｔＭ鰹鰄jiilIlゼ
Ilj（通はｌ１ｉ隙わ面で法ｉｈｌｉｌ二１現は生た
待合当宅（′）れでぁ」名を標さあ7011．資すmのこたのらの受とれたｉｌｍし
金るノ1ｋ現つ平－わ要Ｉナしたかへか
肋と低くＩｉの均般れｉｉ＃たてこものし
I1liiii脳|＃幽織A￥ｔ卿ぞ
二ら水け形水準れけでら軌係のの
つれｉｌＩｉる態準向ぱたあれを陣向後
のる確ノ1ｔと概上な１）るる一に度の（lUlか保低か念とら（′）がこにお化経
ｉｉｉｉらを水かはのなで、とすけ、済でで第ｉｌ(１わ、関いはこのるる多復
展あ--.（'〕らゴー係のなの要もべ様興
開る義未せさででい場調のパ化に
さ゜１１，途たにきあ。合がでリーケと
れ促成場こわるしの益あハツるも
-食IIiiii合ポギビセポ学平ズボザ９き］ul1iiliさ二相れ、はるこミに側
二ことさきの対がハヒ、必のニお氏
としやに住的具（1Kよ然段マいのと、、も宅で体AuD性階ムて所な平そふ保あ的ｊｌｌ１レがにＵＩＬはイ(トる均これ障る１こをべあお隙、水
４
住
戸
規
模
の
目
標
２
設
備
に
つ
い
て
１
居
住
室
に
つ
い
て
川
渡
室
は
次
の
条
件
を
満
た
す
も
の
と
す
る
。
イ
夫
婦
の
独
立
の
寝
塗
を
砿
係
す
る
。
た
だ
し
、
満
５
歳
以
下
の
子
供
（
就
学
杣
児
菰
）
一
人
ま
で
は
同
室
も
可
と
す
る
。
ロ
満
６
歳
以
上
Ⅳ
歳
以
下
の
子
供
（
小
学
生
か
ら
高
校
ま
で
）
に
つ
い
て
は
、
夫
婦
と
別
の
寝
室
を
確
保
す
る
。
た
だ
し
、
一
室
２
人
ま
で
と
し、満辺歳以上の子供（中学生以上）については、性別就寝とする。
ハ成人については、個室を確保する。
二渡室の規模は、主寝室皿㎡（６脇）、剛寝蹴噸而（緬搬）とする。
②
食
事
寵
は
次
の
条
件
を
澗
た
す
も
の
と
す
る
。
イ食事のための場所を、食事室兼台所として確保する。ただし、単身世帯については、台所のみとする。
ロ
食
事
室
の
規
模
は
、
世
帯
人
員
に
応
じ
、
、
㎡
ｎ
畳
）
又
は
ｎ
㎡
（
６
畳
）
と
す
る
。
川爪則として、すべての世帯に坪川の便所及び洗面所を確保する。
②
単
身
世
裕
を
除
き
、
脈
則
と
し
て
専
川
の
浴
室
を
確
保
す
る
。
側
寒
冷
地
に
お
い
て
は
、
暖
房
の
た
め
の
設
備
を
確
保
す
る
。
３
佐
宅
の
環
境
等
に
つ
い
て
川
災
害
に
対
す
る
安
全
性
を
確
保
す
る
。
②
Ⅱ
照
、
通
風
、
採
光
等
に
関
し
て
、
衛
生
上
安
全
上
支
障
の
な
い
水
噸
を
確
保
す
る
。
③
騒
音
、
振
動
、
大
気
汚
染
、
悪
臭
等
に
よ
る
居
住
環
境
へ
の
影
響
を
で
き
る
だ
け
排
除
す
る
。
〔最低居住水準〕
川
上
記
の
条
件
を
満
た
す
住
戸
の
規
模
は
、
標
準
世
帯
の
場
合
、
世
帯
人
員
に
応
じ
て
次
の
と
お
り
と
す
る
。
住宅保障の法理と法構造
一○四
lMi戸専lMll(蕊絲隷繍）世帯人員｜室構成ｌ１ｉＷ住室面積
Ｉ7.511f（4.5畳）
17.5（10.5）
25.0（15.0）
32.5（19.5）
37.5（22.5）
45.0（27.0）
52.5（31.5）
(21㎡）
(３６）
(１７）
(３９）
(６５）
(７６）
(８７）
人
人
人
人
人
人
人
１
２
３
４
５
６
７
１６㎡
２９
３９
５０
５６
６６
７６
1Ｋ
１ＤＫ
２ＤＫ
３，Ｋ
３，Ｋ
４ＤＫ
５ＤＫ
住宅保障の法理と法構造
(注） 1．標準11帯とは，この場合，夫婦と分離就寝すべき子供より構成さ
れるｌｕ１ｌ｝をいう。ただし，５人以｣:の世帯の子供については，その
うち２人は同室に就寝するものとしている。
２，ｌｉ１住壷面積には，寝室及び食ｚ|;室兼台所のみを含む。
3．住戸W[１１１面積には，寝室，食?|｢竃兼台所，便所，浴室，収納室簿
を含むが，共同住宅のJUN|部分及びバルコニーを含まない。
４．竃構成の記号は，数字は寝室数，Ｋは台所,ＤＫは食事室兼台所
である。
5．住宅総面積は，階段室型中屑共同住宅の場合で，共用部分及びバ
ルコニーを含む。（ただし，バルコニーについては，面積1/2のを算
入している）
〔平均居住水準〕
１
居
住
甑
に
つ
い
て
Ⅲ寝室は次の条件を満たすものとする。
イ
夫
婦
の
独
立
の
寝
室
を
確
保
す
る
。
た
だ
し
、
満
３
歳
以
下
の子供（乳幼児）１人までは同室も可とする。
匝
満
４
歳
以
上
皿
歳
以
下
の
子
供
（
幼
稚
剛
児
か
ら
中
学
生
ま
で）については夫婦と別の寝室を硴保する。ただし、
一室２人までとし、また満皿歳以上の子供（中学生以
上
）
に
つ
い
て
は
性
別
就
寝
と
す
る
。
ハ
満
咀
歳
以
上
の
子
供
（
薇
校
化
以
上
）
に
つ
い
て
は
個
顎
を
確保する。
一一寝室の規模は、主寝室皿㎡（８畳）、剛寝室、㎡（６
綴）又は、㎡（炳搬）とする。
②
企
部
室
及
び
台
所
は
次
の
条
件
を
満
た
す
も
の
と
す
る
。
イ
食
事
室
及
び
台
所
を
確
保
す
る
。
た
だ
し
、
単
身
世
帯
に
つ
いては食事室兼台所を確保する。
Ⅷ企斯室の規模は、仙緋人貝に応じ、５㎡（３綴）、
、
㎡
、
綴
）
又
は
ｎ
㎡
（
６
艶
）
と
す
る
。
ハ
台
所
の
規
模
は
、
世
帯
人
員
に
応
じ
、
５
㎡
（
３
畳
）
又
は
噸㎡（緬畳）とする。
二
食
鞭
室
兼
台
所
の
規
模
は
、
、
㎡
漏
丑
）
と
す
る
。
一○五
【〕（２Ｃ 、Ｌ」 ｒ１Ｌ」 住
宅
保
障
の
法
理
と
法
構
造
F1
LJ
(注）１．標準世帯とは，この場合，夫婦と分離就寝すべき子供より構成さ
れる世補をいう。ただし，６人以｣２１|ﾋｲﾙの子供については，そのう
ち２人は同室に就寝-1-るものとしている。
２．居住室面積には，寝室，食JIF室，台所（または食事室兼台所）及
び居間のみを含む。
３．住戸専用面積には，寝室，食｡｜｢室，台所（または食事室兼台所)，
便所，浴室，収納室等を含むが，共同住宅の共用部分及びバルコニ
ーを含まない。
４．室構成の記号は，数字は寝室数，Ｌは屑''１１，，は食事室，Ｋは台
（所ただし１人世；llfのＤＫは食?|｢竃兼台所）である。
５．住宅総面積は，階段家型'Ｉ１ｌＷｊｂｎ１ｌ鑓の場合で，共用部分及びバ
ルコニーを含む。（ただし，バルコニーについては，面積の1/2を算
入している）
一○六
側
居
間
は
次
の
条
件
を
満
た
す
も
の
と
す
る
。
イ
２
人
以
上
の
世
帯
に
つ
い
て
は
、
居
間
を
確
保
す
る
。
ロ居間の規模は、世帯人員に応じ、ｎ㎡（６畳）、
皿㎡（８畳）又は吋耐（Ⅲ畳）とする。
２
設
備
に
つ
い
て
川
２
人
以
上
の
世
帯
に
つ
い
て
は
、
専
用
の
便
所
、
洗
面
所
及び浴室を砿係する。
側
恥
身
世
帯
に
つ
い
て
は
、
専
川
の
便
所
及
び
洗
面
所
を
確
保する。
側
暖
房
及
び
給
賜
の
た
め
の
彼
術
を
確
保
す
る
。
３
住
宅
の
環
境
熱
に
つ
い
て
川
災
惑
に
対
す
る
安
全
性
を
確
保
す
る
。
側
採
光
、
通
風
、
換
気
、
断
熱
、
防
湿
、
防
鱒
、
防
水
、
遮
音等に関して適正な水鍛を確保する。
③
主
た
る
居
住
室
へ
の
Ⅱ
照
時
間
は
冬
至
に
お
い
て
４
時
間
以上を確保する。
側
騒
音
、
振
動
、
大
気
汚
染
、
悪
臭
等
に
よ
る
住
環
境
の
阻
害を極力排除し、良好な住環境を確保する。
⑤福祉、教育、厚生、購買等の生活行為に対応する
各種の生活関連施設に対する利便性を確保する。
４
住
戸
規
模
の
目
標
以上のような雑木原理の上に立って、住宅保障がいかなる責任主体によって、いかなる役割分担のもとに、いかな
る具体的な保障形態をとるぺきかが検討されなければならない。この責任主体、あるいは責任僻造はどのようなもの
であるのかは社会保障法自体についても論ぜられなければならない大きな問題である。ここではそれを詳細に論ずる
いと攻はないが、責任主体としての筆頭は何といっても国家である。国家は生存権に極接的に対応する責任主体であ
り、その責任を根本として国民の生満保障を展開するのが桶社国家である。したがって生存権の甑要な内容をなす住
宅
保
障
に
附
し
て
も
、
国
家
は
第
一
義
的
な
責
征
主
体
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
多
言
を
要
し
な
い
と
こ
で
あ
る
。
他
宅
保
障
の
法
理
と
法
榊
進
一○七
（
２
）
詳
細
は
、
建
設
街
仇
宅
政
簸
瓢
監
修
、
前
禍
井
二
六
頁
以
下
参
照
。
（３）同右、二六頁。
（４）現在、アメリカ、イギリス、フランス、両ドイツ、スエーデンなど福祉先進行脚では家伎補助ないし住宅手当制皮をもっ
ている。わが国でもこの制度の提唱が行なわれている（たとえば（財）Ⅱ本都市センター「高齢化社会と橘祉」一四三画）。
さしあたり、所得能力の低い簡齢者、障害瀞、および多子仙滞には緊急度が揃い。話外側の他宅政簸立法については、建設
省住宅政簸諜雛修、前川謙一九六瓦以下、住宅金融将及協会細「欧米の住宅金磁と政簸」（住宅新報社、昭派三）、下山他緬
加棚撫一三七瓦以下（樅川氏執縦分）など参照。なお、社会党「化も保隙法」案では、一定於噸をこえる仇帰郷を女狐する
仙
扮
に
対
し
、
囚
、
地
力
公
共
川
休
が
補
助
を
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
（５）この過程の詳細については、商藤「近年における社会保障法発展の動向と生存権原理の進展」（社会労働研究一八巻二紗）
参照。
上記の条件を満たす仇戸の規模は、標飛仙帯の場合、仙緋人貝に応じて、次のとおりとする。（加頁の炎）
詳
細
は
、
建
設
街
仇
宅
政
簸
瓢
監
修
、
前
禍
井
二
六
頁
以
下
参
照
。
三
住
宅
保
障
の
責
任
主
体
と
役
割
分
担
建ぎるでに現と（iii侭の割と的に設ながあ立し行こたの趣と分しにおこ大い、るつかｊけろだ００’す解担ていけれ臣・そ。くし政が、ｉｉｉｉるさとのつるＩこ
にさの現き、配大（'；は所れし地て目つよら案行で右分き宅［’’1）るて位、治い化つにの住あに政〈４ＩＦ汁Ｉ係・はにそ体で毛て、作宅る述策、ＩｉＩｊ体障し、あのと、保決こ成建・ペをそはがｉＩＩｉた住る範国風隙:鮓議ｉ垂響ii9ii壌賎：,il繩三懸囎';|橇湘Mlii1く1,葎lil鰍iiiii四に、は治にぱⅡ’みを’:’城障のお位の造､よ建、体お、桁らｆｉｗＩｉののこい置と五つ設建のけ［１体れう体（Ｉｉうとてづし条て大設なる流のるぺが毛ちと国けて弓計’f〔大かＩＬ１体ｉ１ｆよき〕'（。,「、い家Ｉこの＝illiiは臣で梢が任う部（［情とつ，こつ，1L151ili“Ⅶ州脆illij；、;剛殿Ⅷ：成府宅D州外業解う宅地よば‘がモ湖簔Ｎｉ鮒＆蕊ボド|鮒洲聖＃てた事五にリカＩ範米のるや鞭のあに諭ら鱗ili篝iii灘嚇i繍鯰鱗鮓(#:1艀ii瞬蕃lii鍵見成が住、る余とのてに当な圃同￥：'1i局鯏ｔＩｉｔ繩Ｍ糠ｉｉの各い議ｉ、障而は紙れ代治る域いと嵩!‘てのでii}で否済る宅体責内蔽の鰡潅鮎ｌｌＨ贈｢'１jMli蝿１４洲mIi眺測繩瀦，Ⅷ』蝿豐遮擢地溢さ的は幼い胸毛つくし編でるに方料れな回は。］|「」(|，いのて祉あい萌襄綜繊iilli趣＄ixijIi'陸＃５て箇さには主で三配Ｉ１Ｈｌｒｌ負’１１るか樵八参年れなた導あｉｌｉＩを宅家う治責しと酌１１１.るつ－ケ’'9る’:’受醗資べ体任、のざillliにてべ立。）｛ｉけ境｛ＩＨきの主一関
れがすいき場のる樅がも役体般述
係よ労たつ社いに童体
さDIliI゜て宅事る、手一さ
れ、考求、、業が必当のて
る一のた労寄主、ず財ほ、
の定住わ働宿へこし源か社
が額宅が者舎使のもの、会
原のｉｉＩｉｌＩｌのな凡｝よ給負事係
則貨」名で立ど者う付担業障
で金の’よ場、－なと背主法
あを配化に１１，．はア11,Ｆはと、に
る支！iＩ（宅立〈、業対し労１１，，
．払を手つか労主応て勘し
こえな当たら側、’Ⅱ’遁者て
のばすな、そ力労係要述考
こよ義ど労れ砿鋤のな帯え
と<務の働な保稗な役なた
は、は住者りあ迎い判い場
、そ存生ののるイル所をし今
住れイIiiI1i「生配い紐，,ト担社、ilii鶏Ⅶ峨協iilliliぞボ蛭
に応い粁保な務、処お幣保
かす。’１１陣し管化川り組障
ぎる使しのてｎｌ１宅ルリン織の
ら労Ｈ１た欺き的鵬や主が責
ず働考ｉｆ要た観Ｉｊｉｉｔｆｌｉたあ任、者は金なが点ｉｌｉｉ金労げ主労のそ’１１〔－，かで，,i,，勘ら体働労の行環そらも度者れと
者務時がとれ、当に遮るしの提点存しはそ然お排・て
健供で在てあの－．け原社は
厳にのしのぐ厨走る理会、
、必１１’て住ま川のガ!〔は保１，，
１１要場い生です役（I【、障軸
常なにる活もる；191保健法と生住よが而企労をIllit康上な
活宅D、確業働（）ＩｌｉＩ保、る
、は、Ｔ'ｊ保利者つそ険事右
資もあ氏の益のての法業の
産つる法観的住笠他な主図
そぱい－１２点な宅場さどは、
のらはばか観確－１．荻に社，:，
他労労（｡』ら点保ぺざ顕会治
の働働）'１のかにき求著保体
私者組考（）ら無もなに険へ
生側合にので関の形み料，，
活’ことそでた心ででらあ公
而おののはもたあ禅れる的
一い交よなのりる入るい資
般て抄う力、でえ。さよは任
に砿になつあずれう児主
る
て
い
ど
で
あ
っ
て
、
ほ
と
ん
ど
国
の
計
阿
の
自
給
体
へ
の
押
し
つ
け
の
観
を
呈
し
て
い
る
の
は
本
末
転
倒
と
い
う
ぺ
き
で
あ
る
。
図
の
計
画
は
、
各
自
治
体
、
と
く
に
市
町
村
段
階
で
策
定
さ
れ
た
も
の
を
国
家
的
視
野
の
も
と
に
調
整
す
る
形
で
策
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
（１）、Ｃ
ｌ共通したものである。
し
か
し
、
社
会
保
障
法
に
お
い
て
は
、
保
険
料
な
ど
の
財
源
負
担
の
形
で
こ
の
労
働
者
の
私
生
活
面
へ
の
大
き
な
配
慮
義
務
を
事
業
主
住宅保障の法理と法構造
一○九
iｷwiRビボ以：当鯛つ：誉ｔ灘lii
全のるめイル」二はすずにぎたでてもの定
額ＦＩ１ｏる組の日な’］みにすあの労配し公定こ。織よ本わ生ら労くる持働感たﾂﾞｾﾞＹｆのそでう動ち的れ働き。家者義。住負派生れあに労、’こる粁役ま取の務こ宅眺蝿糾毒i''１：：＃響Ⅶ簔鯏臘
鰄善'1蝿#鱗,,!;篝警耀活－１￣佃全社係へjilIlの法、ら長て一住は法ﾎﾞｽﾞﾎﾟ瀧鰍$羅羅,ii墨ド灘蝋
十で原たけ意一る打Ｄｉ（生え政状ておの
分あ理るる味で（l】迎〕、存な難況でよみ
成るはも生にあ宅１'ｻﾞの椎いにＩこあんな
り場、のｉｉｌｉおる係と一ｶK。ああるでら
立合住でのい○隙しと、,！えり。もず
っ、宅あ』§て形てみとぐ、ｆ｛よ、
がと而、木の態のらい国こ金い，,上
、〈に、、Ｉ（住の友れか、れには界
住にお社｝]'１毛，,，愛る？にＩｉ１をしず的
iiiiiWY蓑ｔＭｉ洲鰍：繩,,;鮒
障認は陣ての１１１で本わの援活る砿
にめ、法の責然あ主る化肋の。立
おら持上１６１征とつ義か宅す資そさ
いれ家も人主考た社，よ政るをれれ
てる取社】（体えが会と紫ももはた
はぺ得会伍はら、にLののた事も
、きの保Ｄｉ（，,１れこおか限とな業の
全もよ険１１，１、るれいく外しい主と
額のうにＩ土ｌＬ１ｏがてとかて労のな
公がにお、桁１Ｍ；ijr、しらも働労つ
澱あ、けイ)：体在働無て、つ者務てでるある宅、こ考産、そとに管い
建○る保碗ユ,「れの労労れもと理る
築祉て険休業に（,：働働を手つ的。
し会い料ｉｌｌｉ者対宅者法補近て観そ
た係ど負で、応碗をにうな、点う住｜Witの旭も労すＩＩＩＬ製おも存とかだ
宅法耐と当伽る１ｍつけのイ,；くらとを’１１久な然者組にたると，土にでず一
洲慥ぞ＃＄iiiゼボii1l1キｗ,隼鯏５
の’(｝もあ的な代わに新の渦．の〈、
Ⅷ尋瀦ＩＣ納遡糾継ＨＭ尻
無でのれ’'1社なこしに主ユ,ド型く。,「
戦
業
主
労
騨
迩
搬
な
い
し
社
会
迦
搬
組
織
は
こ
の
川
脚
赫
体
の
役
蓬
行
を
前
拠
と
し
て
Ｉ
蝿
欝
櫛
稀
ｌ
総
蟻
保
縢
ｌ
平
均
居
住
水
総
震
の
系
列
を
主
と
し
て
扱
う
の
が
妥
当
な
形
で
数
ろ
．
こ
れ
ら
は
も
ち
ろ
ん
賃
貸
住
宅
１
銭
低
鵬
化
水
議
保
に
あ
た
る
こ
と
を
否
定
す
る
も
の
で
は
な
い
し
、
ま
た
公
的
蟇
主
体
も
、
｜
般
的
生
活
水
準
の
向
上
が
、
裳
取
得
Ｉ
平
均
居
住
水
準確保への強い要望をうみだしていることにかんがみ、これへの対応も必要であるが、両者の役割分担としては、そ
仏
宅
保
障
の
法
理
と
法
椛
造
一一一
先と体た主立ロ家法（iｆ（と解と場ざ、法で建しがで
ささし合て労がは築か従ｉ漁
れれてのこ働継個費し来」〕.
なる、役の満場人のな対すけ・よ禅’よ述すを高が象るｵｕ住D分う１|｝るこ臆らとと
ぱ宅緊担なな必えそ、しい
な保急は資い然たの産てうら障性ど任し性責他業き形な（このの主社が任現構たにいと高よ休会あ主在造生は課ついうに巡る体のの活大脳て、に、イルのに住変部きで、低なさjWlでよ宅化而なあ持所るき縦ある確にＩと紙っ家得か｜こがる強保よお抗て取者で述、。力のるけ感ご愛｜：徳跳窪墨111鰍れ不賃ｏｉＹｌｌｊｉが助性のりるに可貸国貸化つがは都ｔｏ対能住と住にて要、市強こ応な宅自宅よ、求他集いうす低保冷保つ現さの中としる所障体隙て在れ生化いて腸篤’''1瀞}１ＭⅧＥ２，，１に（と最分家Ｉ１ｌｉ宅るにもと埴は対低担係を係・おなが保、し居間陳も陣そけうい障回、住係、つにこる宅えの、最水はざのおにと地る韮'１低準さらでけ生同難。底淌居確きにある存様、に体イ1ヨ保に)li1るｉｌｉ権にそあが水の述（１１．任原もれるガセ準系べ水主理はに側1Ｋを列たｉｌＩ１体をや物人点みＩとがをと根個価ｉ)（的た童、含し底人上任にし点こめてに責昇．のこたがのた１J〔お任しウゼ餐禦壽臘，ｉｆ１噸：手取住れは体、住限んトリ宅る、系１４１宅界では響窯薔論；伽藍鯛制；ベはで責ら、政、賃会き最あ任ま。'『策、、係で優る主せ業・今持陣
ある。
（１）
Ｈ国（機関委伍その他国の法律に基づく事業主体としての向川治体を含む。）
政
府
当
局
者
に
よ
る
体
系
づ
け
で
示
し
た
も
の
が
図
１
で
あ
る
。
ま
た
昭
和
五
六
年
度
か
ら
開
始
さ
れ
た
第
四
期
住
宅
建
設
五
箇
年
計
画は表５である。図１でみると、国の住宅保障体系は、まず公的資金による住宅供給と住宅建設、取得の促進政策に
大
別
さ
れ
、
前
者
は
公
悩
住
宅
、
公
剛
住
宅
な
ど
の
公
的
機
関
に
よ
る
直
接
的
供
給
形
態
と
、
住
宅
金
融
公
庫
な
ど
の
公
的
資
金
を
融
資
あ
る
い
は
補
助
し
て
側
接
的
に
供
給
す
る
公
的
間
接
供
給
に
わ
か
れ
る
。
後
背
は
住
宅
取
得
の
た
め
の
貯
蓄
を
援
助
す
る
も
の
と
、
減
税
住
宅
保
障
の
法
理
と
法
構
造
一一一一
れ
は
そ
れ
ぞ
れ
に
と
っ
て
二
次
的
な
も
の
と
位
樋
づ
け
ら
れ
る
の
で
あ
る
。
このような各責任主体の保障の基本的な役割分担にてらし、以下、現在の各責任主体の行っている保障施策の実態
を
あ
き
ら
か
に
し
た
う
え
、
こ
れ
を
検
討
す
る
こ
と
と
す
る
。
（１）住宅・宅地の建設供給システムの口流体主導が強調されたしのとして、牛見章「住宅・宅地の遮蔽、供給と行政の体系
ｌ同氏のための、淵休主潮型による他宅・宅地の辿殻・供給システムへの赫換」（下川他鰄稚伽柵諜川七画以下）同一
埜調でさらに自治体のなかの都道府県と市町村の関係にも論及されたものとして、下山瑛二「住宅政飛と自治体の役割」
（都市問題研究三○巻六号所収）。住宅建設計画をめぐって、より多而的に検討がなされたものとして三宅醇「住宅建設計画
の問題と課題」（下山他三編箸前掲書三一頁以下所収）。
（
２
）
今
Ⅱ
に
お
い
て
は
労
働
満
に
か
ぎ
ら
ず
よ
り
広
い
社
会
迎
糀
原
理
が
導
入
さ
れ
る
べ
き
で
、
こ
の
社
会
述
粥
が
法
的
表
現
と
な
っ
て
あ
ら
わ
れ
て
い
る
も
の
と
し
て
は
、
心
身
陳
謝
粁
対
簸
蛙
本
法
五
条
、
身
体
臓
撫
考
凧
川
促
進
法
二
条
の
二
、
「
共
同
述
滞
」
の
諮
と
し
て
は
国
民
年
金
法
一条がある。
四
名
責
任
主
体
に
お
け
る
住
宅
保
障
施
策
の
現
状
Ⅲ公鴬使宅一㈹洲一一一洲舳鮒仙溌
（洲柵州飛蝿捌賊川棚州
②菫住宅一繍灘辮繊篭
③…宅一辮鮴》鰯繩鯵
・側公社住宅一帥舩鮒齢鰯雛挑個人佐宅
Ａ雌醐脳職伽
①搬騨髄融公
②蕊熊蕊一艤蝿”
為州翰魔一騨川鰯綴桃
④柵用促進住一脈棚雌Ⅶ鰍州樅焼
②鯛州轤一鯛識棚蕊警住宅
１住宅貯蓄制度一州》》》》》》》》一》》一例雛嚇獅繍溌鍬脱蜥剛襯歩ら住宅等
３住宅関係税制②雌鰍瀧戯ｌｌ鮒郷剰禰鮒機Ⅶ測川税）
．》》》》》．
輯僻誰避ｅ謹爾ｊＪ翼謹製
表５第四期住宅建股五箇年計画と56年度建股戸数
（ｌ１ｉ位：万戸）
襲黙|」参衿)第扁糎繍 画’第I1L1jU1五分|(鱗jili饗） ）区 ●■■■■■■■葱Ⅱ 実績見込み画 住宅
保
障
の
法
理
と
法
構
造
総建設戸数 780程度770 860
公的資金による仇宅
公営住宅
公営住宅
改良住宅
公庫住毛
公団住宅
その他の住宅
調整戸数
０
６
２
４
０
０
０
４
５
３
３
２
２
６
１
３
２
73.0
６．３
５，５
０．８
４８．５
３．８
１４．４
350 368
４９．５
４５
４．５
１９０
３１
６２
１７．５
3６
３３
３
２５２
1７
６３
(注）１．公庫住宅には，」:記の他に既存住宅貸付がある。また，５６年度
については，財形化宅i』f付を除いている。
２．その他の住宅には，厚生年金住宅，凧)１１促進Ｉｌ１宅，農地所有者
等賃貸住宅，特定焚貸住宅，地方公共団体lli狐住宅等が含まれる。
３．公的資金による住宅の所有関係別の比率は，持家68.8％，借家，
給与住宅31.2％で，第三期五箇年計画（持家60.0,（Ｎｉ家，給与住
宅40％）よりも持家指向が強められている。
４．資料は建設１２１;1ﾄﾞ，昭和56(ﾄﾞ版による。
家地す度置団艮のののるあ保ｌこの
経所る、で体好有民士公公る陣わ方営有資農あが、効営地共撒（１）。とか法
を者金地る行適利賀担賃化Ｉこれで
行等のの特う正川貸保貸宅ｉｆわる特
お賃融所定利なと用貸住、貸け。家
う貸通有賀子氏低特貸宅公住てこ、を襄惑蓬警簔蕊簔＃畢震鑿：ﾎﾟ
ﾆﾋ設て行建措住住住資と、説賃設
地融国う設ｉｎ宅宅宅、と地明貸取
所資が賃融に供の、住も方す住得
ｲ丁利利貸資対給建さ宅に住る宅を者子子住利十の稗ら．、宅と保促等補補宅子るたえに都住供以障進
に給給の補国め促、市宅給下とす
対制を建給の地進未鍍金公の持る
し度行設補助力に利備融社よ家も
住、うに助成公よ）Ｕ公公にう取の
宅貸農対制撒尖る地団庫よで得と
一
四
①
住
宅
金
融
公
庫
昭
和
五
三
年
以
来
、
無
抽
選
に
よ
る
貸
付
体
制
が
維
持
さ
れ
、
五
七
年
度
は
個
人
住
宅
四
四
万
六
千
の
確
保
が
予定されている。貸付限度額が引上げられるとともに、貸付金利が住宅の規模別に設定され（規模別貸付制度）、大
住宅保障の法理と法構造
一一五
・都市整備公圃が住宅を建設し、分譲する民営賃貸用特定分譲住宅制度などがある。
昭和五七年度においては、公撒他宅については政令規格の上限の引上げ、法定建稗事業の対象団地規模の引下げ、
公団賃貸住宅については良質、適正な家賃水準の住宅供給を促進するための建設後回収すべきコストを当初一○年間
引下げる措置、また民間賃貸住宅に対する助成制度の改善として、住宅金融公庫の定める要件をみたす二階建以上の
連
続
処
貸
貸
住
宅
に
対
す
る
貸
付
け
制
度
新
設
、
三
大
都
市
圏
に
お
け
る
低
質
木
造
賃
貸
住
宅
地
城
の
改
鉾
の
た
め
の
木
造
賃
貸
住
宅
地
区総合整備事業の新設などの構置がとられた。
つ
ぎ
に
、
家
賃
政
策
と
し
て
は
、
ま
ず
第
一
に
、
家
賃
の
上
限
を
公
的
に
規
制
す
る
も
の
と
し
て
、
昭
和
二
五
年
七
月
一
○
Ⅱ
以
前
に
建
築
さ
れ
た
延
而
秋
九
九
旅
以
下
の
价
家
を
対
象
と
し
て
地
代
、
家
焚
を
統
制
す
る
地
代
家
賃
統
制
令
と
、
住
宅
金
融
公
庫
の
融
溢
を
う
け
た
土
地
担
保
賃
貸
住
宅
、
国
の
利
子
補
給
を
受
け
た
農
地
所
有
者
等
賃
貸
住
宅
な
ど
、
公
的
資
金
に
よ
る
低
利
融
資
、
利
子
補
給
の
援
助
が
な
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
家
賃
の
上
限
が
規
制
さ
れ
る
民
営
借
家
の
制
度
（
住
宅
金
融
公
庫
法
三
五
条
）
な
ど
が
あ
る
。
第二に公営、公団、公社賃貸住宅における「公共賃貸住宅家賃」で、表６に示されるような家焚の経減措悩がとら
②
持
家
取
得
保
障
公
団
住
宅
、
公
社
住
宅
に
よ
どの公的住宅金融である。
れている。
ってもなされるが、小心的位置を占めるのは、表７でもしられるように、住宅金融公廊な
表６公共箇貸住宅の家賃軽減のための主な制度
賃iWl:宅の柧類ｌＩｌ,lIQiの名称等 主な内奔 住宅保障の法理と法椛造
①エコ|｢１１iの1/2又は2/３を国
が補助
②昭和`}lｲ|;の法改正により，
N1lihY1lの国M(補1Mlが敵Yfに
切隷えられたことによる家
ｉｆ変動をさけ，家ifを低廉
に維持ナるために設けられ
た制度
③公営仇宅の家ｉｆ限度額が，
入1W階ﾙｨのｆｉ旭能力を超え
る部分についてﾕlr業主体が
iilIける場合，これに要す
るYＭ１の一部を補助
…1鍬'１
公社fYl賃住宅 ①住宅金融公lii(による長
j0I低利砿資
②IIll力公共団体による長
jUI低利融資
①貸付金利率イ|:5.5％
①利子補給金及び補助
②傾斜家賃制度
①団地'１１府，一般Tli街地住宅
は4.0?６で，
ＩＪＩ地iniliW，面Ｉ)}1発市街地住
宅は3.5％で倣却，
財投金利との差額を国が１１W
助
※５７年度より，501,1以下の部
分に対応するコストは当初
１oflallI1さらに１％低い利率
②入ﾙi}初卯１（５年間）の家iY
filllを軽減
公111imlff住宅
(ｉ１ｉ）述設省住宅政簸iWl隙修「現行の住宅政簸と今後の課迎」137頁の表
から作成。
＿n．
ノ、
表７昭和57年度住宅建設計画戸数（建設省所梼事業）（)１１位８戸）
比較燗△減
（Ａ－Ｂ）分’５７年度Ｗ｜前年度（B〉ヌー●
1,060
2,060
1,000
国
庫
補
助
住
宅
他宅保障の法理と法構造
△
△
△１，７００
△２，７００
個人
ルｉｉｉ
ｉＹ貸
産労
Ｗｌ１'１発等
〔MiI;i`iii
復'11改良〔IlH宅
改良〕
財形（1：宅
計
446,000
340,000
４１`1,000
312,000
97,000
5,000
１７，０００
１，０００
13,000
3,000
１０，０００
45,000
20,000
510,000
加
的
⑰
⑪
い
ぃ
的
０
０
０
０
０
０
０
㈹
０
０
０
０
５
５
０
０
０
２
８
２
２
Ｊ
、
０
０
１
４
３
０
３
２
３
公 99,000
7,000 △
八
△
1６．５００1ｌｘ
500
０
０
０
０
０
０
ｍ
Ⅲ
伽
伽
伽
的
９
９
９
１
９
，
９
３
６
８
０
０
４
２
４
５
△
宅
ｉｆｉＹ住宅
iYiYHI特定分譲
住宅
分譲住宅
計
△０
０
０
０
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
－
Ｄ
０
０
－
０
１
２
３
卯
ｍ
い
い
０
０
０
０
０
８
０
８
１
２
３
０
０
０
０
，
ｍ
ｍ
５
２
３
公
団
他
宅
Ｉ
１
１
△
特定ｉＹ１Ｙ仏宅 20,000｜△５，０００15,000
農地所ｲ1.者等賃貸(ｌｉ
宅 4,000｜△2,0002,000
がけ地近接危険(】:宅 1,4001△1，２００ 200
住宅新築盗金等
合iil.
19,2201△4,0401５，１８０
668,680 655,620 13,060
(注）１．公)１１(住宅，個人には，地域特別分譲住宅6,500戸を含む。
２．上記のほか，公営住宅には，既設公営住宅改善事業として12,000
戸分（111年度12,000戸分）があり，改良住宅には，既放改良(１１宅改
瀞琳業として600戸分（前年度800）戸分がある。
３．上記のほか，公lill住宅には，既設賃貸住宅の改良謎liliとして，テ
ラス仇宅の居室の増改築1,000居室分(前年度2,00%！}巍分)等がある。
'１．処設街住宅政策課監修前掲諜152頁の表を転載したものである。
七
恥
独
事
業
と
し
て
日
淵
体
が
い
か
な
る
事
業
を
行
っ
て
い
る
か
は
、
調
査
が
少
な
い
関
係
で
正
碓
に
把
握
で
き
な
い
が
、
都
遊
府
叺
レ
（２）
ベルでの住宅政策としてとられている譜置にはお上そつぎのようなものがある。
①
低
利
に
よ
る
住
宅
建
設
資
金
貸
付
事
業
、
あ
る
い
は
住
宅
建
設
資
金
利
子
補
給
制
度
（
北
海
道
、
秋
川
、
山
形
、
埼
玉
、
山
梨
、
岐阜、滋賀、奈良、鳥取、広島、愛媛、高知な函｝
②とくに勤労者を対象とした持家建設援助措置として、勤労者住宅建設資金貸付、あるいは利子補給制度（山口、
愛媛、宮城、茨城など）、厚生年金保険、船員保険被保険者住宅建設資金転貸融資資金の貸付本業（宮城）、磯山漁村
付
が
な
さ
れ
る
。 化宅
保
障
の
法
理
と
法
櫛
造
一一八
規
模
住
宅
に
は
財
投
金
利
（
七
・
三
％
）
が
適
用
さ
れ
る
が
、
小
規
棋
に
は
五
・
五
％
の
金
利
と
さ
れ
る
。
い
わ
ゆ
る
逆
ザ
ャ
で
、
差
額
は
国
庫
負
担
さ
れ
る
。
ま
た
当
初
三
年
間
の
返
済
額
を
少
な
く
す
る
ス
テ
ッ
プ
償
還
制
度
、
五
六
年
度
か
ら
一
定
所
得
以
上
と
以
下
と
で
金
利
に
差
を
設
け
る
所
得
制
限
の
導
入
、
住
宅
積
立
郵
便
貯
金
を
な
す
者
に
対
す
る
割
増
貸
付
け
を
す
る
場
合
、
そ
の
割
増
分
に
つ
い
て
の
利
子
を
通
常
分
と
分
離
し
て
高
く
す
る
制
度
な
ど
が
と
ら
れ
て
い
る
。
②
財
形
持
家
個
人
融
溌
制
度
弧
七
年
か
ら
貸
付
け
額
の
引
上
げ
、
貸
付
金
の
う
ち
五
五
○
万
円
に
か
ぎ
り
、
当
初
二
年
間
二
％
、
豆
’
五
年
間
一
％
の
利
子
補
給
が
な
さ
れ
る
。
③
特
別
貸
付
制
度
厚
生
年
金
、
船
員
保
険
の
被
保
険
者
に
対
し
、
財
投
金
利
（
大
型
住
宅
の
場
合
一
○
・
五
％
）
に
よ
る
特
別
賃
る
。
④
地
域
特
別
分
譲
住
宅
制
度
低
所
得
者
に
対
し
、
住
宅
金
融
公
庫
融
資
と
地
方
公
共
団
体
の
援
助
に
よ
り
持
家
取
得
が
促
進
さ
れ
ｎ
脚
淌
体
（
単
独
事
業
）
事業主の凧川労働者に対する住宅援助措慨としては、①給与住宅（社宅）、②財形住宅貯糟、融資制度、③企業内
住宅確保援助措悩、の三形態がある。このうち②は勤労者財産形成促進法上の制度で、法制上の施策であるが、事業
主
に
法
的
に
強
制
さ
れ
た
も
の
で
は
な
く
、
結
局
三
者
と
も
任
意
的
制
度
で
あ
る
。
ま
た
、
い
ず
れ
も
企
業
主
の
出
相
に
よ
る
も
の
で
あ
る以上、企業の立場からの労働力確保の観点が強いものであることは容易に想像できる。とくに①にはそれが強くみ
ら
れ
る
。
こ
れ
は
Ｉ
Ｌ
Ｏ
二
五
号
勧
告
も
望
ま
し
く
な
い
も
の
と
し
て
指
摘
し
て
い
る
も
の
（
Ⅵ
⑫
②
）
で
あ
り
、
一
般
的
な
住
宅
保
障制度を対象とする本稿の立場からは除外される。以下、残る二者について分説する。
Ⅲ
財
形
住
宅
貯
蓄
、
融
資
制
度
住宅保障の法理と法構造
二
九
⑤
年
金
住
宅
融
資
つ
な
ぎ
資
金
貸
付
（
愛
媛
）
以上でみるかぎり、都逝府県の単独小業としては、持家取得施簸が中心のごとくである。なお、特別巾においては、
民
間
マ
ン
シ
ョ
ン
購
入
資
金
貸
付
事
業
を
行
う
と
こ
ろ
も
あ
る
（
大
阪
市
）
。
住宅及び勤労者持家建設に対する利子補給制度（茨城）、勤労者住宅建設のための労働金庫への預託（広島）、中小企
業従業員住宅建設事業（徳島）、中小企業勤労者持家資金利子補給制度（徳島）、労働者住宅協会への資金貸付（愛媛）、
勤労者住宅生活協同組合への盗金貸付（熊本）などがある。
③
個
人
住
宅
増
改
築
資
金
貸
付
ま
た
は
利
子
補
給
（
神
奈
川
）
④地方住宅供給公社事業資金貸付（岐阜、岡山、香川、愛媛、長崎など）、積立分譲住宅建設促進資金貸付（山
ロ
、－〆
口
事
業
主
そが労軽枇万）ii（て⑥形入課っｌＺ’
よこ昭働減しこ’'１)|）分１１｛゛基調・税てき塊
りで和者のたのを促譲形金で」：いを在
''''1]j郷舳Zlll1舵Ⅶ：iwFj;ILM緋lkiii凧Gj万iii監蕊､j，悪弾き“Ⅶ繩￥，､Q)ＷｉｌｌﾐⅦｌＭ識湖'キ臘
繋qiWlliliiiiililiW鯆澱ji“１ＱｌＲ主一兆がを、労Ｉｌ２融設Illj（へ元置拠で定理の定五なとﾕ'｢者宅公、安の利が''１の期臘ｌＩｌＷ８維繊＆'1'(IWi上②純潔ＨＭＩに限億てとも取投共資て③でれ、か上よ度’'１いがそ得、済金、のある一ら走
るとにる義の手購組を）idIljllる財定生期待し遠。務貯段入合ｉｆ）'１度財形期ず的
家てしなづ蓄と、等付促導形給’''１るにI1i（ｌｊｉ１ておけにし政がけ地入船付述利貸
得ｌｊｌｉい、ら関て良、るユl「を金金）１１子金援にるこれすき資Ⅱイ１１Ｉ業促給制後等か
I山よののてるわ金形形ＩＪＩ進付度、のら蝋鯏ザガ糀鰄ボ鮒｡），＃＃Ⅷｔ講兀Ⅶ＃“識繍徽ｉｌｉＩｉｉ'ｷ蝋ら膳脇洲蝋噺臓繩溢幽
』l「な、｜Ⅱ］項ほる形企IljllしⅢけ鴬元受事業さ⑥ロ=かが侍を度、促、す利け業紗附川ﾅMiiiill{｡)M1蛛纈＃鰄繊騨蕊ii1鮭＃騨壜：;鰹M粥鯏鍬iili1l1i瞬葹１Ｍ郷鰍よ’Ｈ１一こ付形、形三以額のが給、等るの千とこけｌげな貯イIZ」：を課拠付②を②利二（）のと蓄ど欝以行助悦出金嚇行、子百あか受はが額一こつ成」ｔしの業い③負億一二，ぎけ主あの行たすの、支主、のｊ１１Ｉｌ１てりるとる五つ助る淵：－払が一盗軽と、で動し。偶た労財ｌＦｆ定を財定一腔禁＄“＃ｊｊＩⅦⅧfiW瀞褥ＷＳよ図で貯主の労額椚・持成ら運、蓄以I）らあ蓄にｉｔ者へに家金れ用そをと、れる総よ’ｕが二対と制る後オ阯行の地た゜額るの蓄千しし度財加にな裾
方住宅供給公社の積立分譲契約、住宅金融公庫の住宅宅地債券購入契約、住宅・都市整備公団の特別住宅債券、宅地
債権の購入契約をなす場合（財形住宅貯蓄、六条一項三号）である。この貯蓄総額は、五六年度末で約一兆円に達し
七三・一％の企業が何らかの形の融資制度を設けているが、その内訳は、、社内融資（自社原資、共済組合原資に
よる貸付）四○・六％、川ローンあっ旋、三七％、㈲厚生年金転貸、二三・五％、②財形転貸、五・四％、である。
このうち㈱については、資格条件として、勤続年数（九二・八％’五年’一○年とするのが過半数）、年齢（五三・六
％’一一一○歳未満を必要最低年齢とするのが圧倒的）、住宅資金の積立（一一一七・’一一％）、自己資金保有（一一二・三％）、複数
家族の世帯主（一八・一％）、その他（二○・五％）が付されている。融資限度額は、五○○万’七○○万がもっとも
多く、一一八・三％、最長返済期間は二○年’二五年がもっとも多く、一一一○・七％、貸付利率は五％代がもっとも多く、
給を行っている。
側
企
業
内
住
宅
確
保
援
助
措
置
建設省監修による最近の調査があきらかにしたところによれば、財形制度をとおしたものも含めて、企業主が任意
（４）
に労働者の住宅援助をしているケースにはつぎのよ》フなものがある。
ている。
三一一・五％である。
㈹
に
つ
い
て
は
、
企
業
で
利
子
補
給
を
す
る
ケ
ー
ス
は
六
五
・
七
％
で
あ
る
。
口
に
つ
い
て
は
、
企
業
内
で
融
資
基
準
を
独
自
に
変
更
ま
た
は
援
助
を
行
っ
て
い
る
も
の
が
三
一
・
八
％
で
、
そ
の
す
べ
て
が
利
子
補
③
企
業
内
融
資
制
度
住宅保障の法理と法構造
－－
－
－
－
住宅保障の法理と法構造
一一一一一
⑪
企
業
内
住
宅
貯
稽
制
度
八
二
・
六
％
の
企
業
が
何
ら
か
の
制
度
を
も
ち
、
そ
の
う
ち
財
形
貯
蓄
の
み
を
行
っ
て
い
る
の
が
七
○
・
九
％
、
そ
れ
に
加
え
て
社
内
秋
立
を
併
せ
行
っ
て
い
る
も
の
が
一
五
・
○
％
、
社
内
杭
立
の
み
が
一
二
・
八
％
で
あ
る
。
財
形
貯
蓄
加
入
打
に
対
す
る
優
遇
措
随
と
し
ては、なにも行っていないもの五九・九％だが、奨励金の支払い一八・九％、利子補給一五・六％あり、財形給付金
支
払
い
（
四
・
五
％
）
と
財
形
荻
金
設
悩
（
○
・
五
％
）
は
少
い
。
⑥
企
業
内
住
宅
関
連
措
置
家
賃
補
助
三
二
・
九
％
、
住
宅
取
得
の
た
め
の
従
業
貝
の
俗
入
金
に
つ
い
て
の
利
子
補
給
一
一
・
七
％
、
仇
宅
、
宅
地
分
譲
四
・
七
％
で、あとは社宅以外の社貝への一徹手当支給、職位によって異った条件での住宅手当支給ていどである。
このうち家賃補助は定額制が六○・四％で、家賃に対する一定荊介とするもの（補助率制）二九・九％を上廻って
いる。定額は一万円’三万円に四七。九％が集中し、平均二万七六二○円、補助率制の場合、補助率五○％以上の企
業
が
五
一
％
、
未
満
が
四
○
・
七
％
で
あ
る
。
利子補給は、一定の補給率制をとるもの六四・三％で、その平均補給率は二・八％、年Ⅲ支払い利息に対する一定
割合とするもの｜四・三％、その補給率の企業平均は一九・五％・定額補給制をとるものは七・一％で、その平均補
給年額は四万九○○○円である。
凶
労
働
者
連
帯
な
い
し
社
会
述
柵
組
織
友
愛
組
合
に
よ
る
労
働
者
机
互
共
済
の
歴
史
は
古
い
が
、
住
宅
関
係
と
な
る
と
現
征
の
と
こ
ろ
知
ら
れ
て
い
る
の
は
各
県
ご
と
に
組
織
さ
れ
て
い
る
消
費
生
活
協
同
組
合
法
上
の
（
労
働
者
）
住
宅
生
活
協
川
組
合
、
財
別
法
人
全
国
勤
労
者
桶
社
協
会
、
そ
し
て
こ
れ
ら
を
受
これを引継いだ助住協は、労働金脈および同迎合会、消澱生活協同組合および同迎合会、その他の勤労者の福利団
体を川盗新とし、住宅金融公叩、抑細振興Ⅲ苑金融公叩、年金福祉珈業川、労伽金血および同迎合会からの貸付、さ
らに財形持家融資を受け（財形法九条一頃二号）、労働瀞の住宅を供給するための、労働新の自主的紐織であり、ま
た磁資側の公庫を除き、川資源、貸付巌金脈いずれをみても勤労満の蓄枇した資金である。結局、動住協は、勤労者
の緋馴した溢金により、勤労打のニードに合致した良好低脈な住宅供給のための労働打の自主的組織としてとらえら
（５）
れる。四二年発足以来、現在までに供給された住宅は、八万一一一二九二一〃である。勅住協に関しては、不動藤取得税の
二
分
の
一
非
課
税
、
特
別
土
地
保
有
税
の
非
課
税
措
置
が
と
ら
れ
て
い
る
。
ただ、勤労者の蓄積した資金を原資とするといっても、社会保険にみられるような勤労者のうちの相対的優位者が
低位者負担分をカバーするといった社会連帯原理に立った構造がとられているわけではない。労働者にとっての労金
への貯蓄は民間金融機関への貯蓄と同性格のものであり、したがって、労金からの貸付利率は公庫融資よりも耐く、
そ
れ
が
分
譲
住
宅
の
価
格
に
反
映
し
て
、
と
く
に
勤
労
者
に
入
手
容
易
な
も
の
と
は
な
っ
て
い
な
い
う
ら
み
が
あ
る
。
住
宅
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構
造
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託団体とし、不可分の関係のもとで統括的な労働者への住宅提供業務を行う、日本勤労者住宅協会法にもとづく日本
勤労者住宅協会（以下「動住協」と略称）がある。
こ
の
動
住
協
の
母
体
と
な
っ
た
の
は
、
労
働
四
団
体
、
労
働
者
福
祉
協
議
会
、
福
祉
事
業
団
体
な
ど
に
よ
っ
て
昭
和
三
三
年
に
設
立
さ
れた（財）ｎ本労働者住宅協会（労住協）で、動住協にひきつがれるまで、労働金庫と一体の関係を保ちつつ、その資
金、住宅金融公庫融資、厚生年金還元融資を受け、労働者の自主的住宅運動主体として、一万七六九三戸の住宅建設
を行ってきたものである。
以上、各主体ごとに、現在なされている住宅保障施策を概観した。ごく外形的な把握にとどまるものであるが、一
応
こ
れ
を
前
提
と
し
て
さ
き
に
述
べ
た
観
点
か
ら
検
討
し
、
将
来
の
あ
る
べ
き
姿
を
描
い
て
み
た
い
。
Ｈ
公
的
責
任
主
体
と
住
宅
保
障
低所得春ｌ賃貸住宅ｌ最低居住水準砿保の保障体系が優先的保障、標とされ、しかもそれは国、自治体の第一義的
な
役
割
と
さ
れ
る
ぺ
き
点
か
ら
み
る
と
、
現
在
政
府
が
立
て
て
い
る
第
四
期
住
宅
建
設
五
箇
年
計
画
で
は
、
公
的
資
金
に
よ
る
も
の
は
そ
の六八・八％が持家建設でしめられ、持家建設指向をとっていることが疑問となる。これに対し社会党「住宅保障
法」案では政府が定めるべきものとされている住宅建設総合計画においては、その事業総量２－分の一以上は賃貸を
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（１）この点については、建殻省住宅政策課監修前掲書、趨設白書五六年版、総遡府繍『一価齢瀞問題の現状ｌ迫り来る禰齢
化社会ｌ』（昭五六）、土地・住宅行政研究会編『土地対策と仏宅対縦』（川五七年）などを参脇した。
（２）側沿樹．（社）地力行財政調査会「五五年度都道府県及び指定都市における地域政策の動向」（昭五六－二および錐考の
所
属
し
た
法
政
大
学
現
代
法
研
究
所
、
「
高
齢
化
社
会
に
お
け
る
社
会
法
の
課
題
」
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
に
よ
る
独
自
調
査
に
よ
る
。
な
お、建設省が実施した民間住宅対策実態調査結果が昭和五七年七月に発表されているが、本稿では参照しえなかった。
（３）たとえば秋田県では、二○○万円を限度として、利率五・五飴、二○年償還。
（４）（財）日本住宅総合センター「企業内住宅対簾制度の実態に閲する調査」（昭五五・一二）。本調査は、全上場会社を含む四、
七三二社に対し郵送法により実施、回収サンプル数八一八社であった。
（５）動住協設立の沿革、さらに労働背の自主的住宅獲得迦勤の歴史については、勤化脇．五年のあゆみ」一六頁以下にくわ
しい。五現
行
住
宅
保
障
制
度
の
検
討
と
将
来
の
展
望
目的とする公共住宅（国、地方公共団体等が建設する住宅）でなければならないこととして、公共賃貸住宅優先主義
をとっていることはさきにもふれた。現在多くの低所得層が「高」、最低居住水準にも達していない「狭」を特色と
する民間賃貸住宅に居住を余儀なくされている現状にかんがみるとき、賃貸住宅は公共住宅が優先的形態でなければ
ならないと考えられる。現在の氏徹賃貸住宅は、何らかの郡椿で公共賃貸住宅に入届できないひとの仮の住いでしか
ない。低所得層ｌ賃貸住宅ｌ最低居住水準確保が第一義的な保障の体系・原理であるとすれば、その最低居住水準を
みたした賃貸住宅はまず公共賃貸住宅でなければならないのである。とくに今後需要が増大する高齢者用賃貸住宅は、
高齢者に適した居住条件をもつことが必要とされるが、これを民間賃貸住宅に多くを期待することは無理である。た
だ、この公共貸貸仇宅も、多くは集合住宅形態をとることとなる結果、化居の川一性と、土地取得難による都心から
の遠隔性が難点となる。前者は、公団分譲住宅で採用されているメーーュー仇宅方式や鍛近検討されているスケルトン
（１）
方
式
の
導
入
な
ど
に
よ
っ
て
克
服
の
余
地
は
大
き
い
が
、
後
者
は
公
共
賃
貸
住
宅
に
と
っ
て
の
大
き
な
欠
陥
と
な
る
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
。
そ
こ
で
、
民
営
賃
貸
住
宅
の
存
在
意
義
は
無
視
で
き
な
い
こ
と
と
な
る
。
民
営
賃
貸
住
宅
は
、
こ
の
よ
う
に
し
て
、
原
則
と
し
て
の
公
共
賃
貸
住
宅
に
対
す
る
補
完
と
し
て
位
肚
づ
け
ら
れ
る
。
この公共賃貸住宅の補完としての民営賃貸住宅にとっての課題は、なんといっても現在の居住水準の低さを解消し、
最低居住水準をみたすことである。したがって、これを誘導する措置が必要となるが、前節でみた、未利用地の有効
利用、低質賃貸住宅建て替え促進措置、農地の所有者等の行う賃貸住宅建設資金融通措置、木造賃貸住宅地区総合整
備事業、公庫の民憐賃貸住宅盗金貸付け制度などが活川、拡充されなければならない。これらの描悩においては、妓
低居住水準以下のものは対象から除外するか、あるいはその水準をみたす賃貸住宅の建設に対しては特別に有利な条
住宅障保の法理と法構造
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（２）
件を設定するなど、公的資金援助措置あるいは税制上の優遇措置が識ぜられるべきである。
このようにして、賃貸住宅の中心をしめる公共賃貸住宅はその建設主体による設計によって、またそれを補完する
民営賃貸住宅は公的誘導によって、斌低居住水準確保がなされるぺきであるが、いずれの場合においても、その水準
向
上
に
よ
る
コ
ス
ト
の
剛
大
が
ｌ
臓
伽
主
義
瞳
と
る
と
き
ｌ
家
賃
の
嘉
化
瞳
も
た
ら
し
、
そ
れ
炉
岻
所
得
識
に
と
っ
て
の
質
籠
力
の
限
界
か
ら
、
す
な
わ
ち
入
居
希
望
者
の
経
済
的
側
面
か
ら
賃
貸
住
宅
に
お
け
る
最
低
居
住
水
準
確
保
が
実
現
不
可
能
と
な
る
こ
と
が
十分予想される。これに対処するものとしては、すでに公憧住宅で実施されている「公共賃貸住宅家賃」、すなわち
低
所
得
者
に
対
す
る
家
賃
の
減
免
制
度
そ
の
他
表
６
に
掲
げ
ら
れ
て
い
る
公
的
負
担
に
よ
る
諸
措
慨
、
さ
ら
に
現
在
公
共
賃
貸
住
宅
家
賃
（３）
に
つ
い
て
論
ぜ
ら
れ
て
い
る
応
能
家
賃
方
式
の
採
用
な
ど
が
あ
り
、
こ
の
よ
う
な
公
共
賃
貸
住
宅
に
お
け
る
家
賃
面
で
の
公
的
援
助
措
置
は
進
展
さ
せ
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
、
民
営
賃
貸
住
宅
に
お
い
て
は
こ
の
面
は
い
か
に
対
応
で
き
る
の
か
、
で
あ
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
さ
き
に
掲
げ
た
家
賃
の
国
家
的
統
制
方
法
と
、
特
別
に
有
利
な
融
資
と
ひ
き
か
え
に
家
賃
の
上
限
を
規
制
す
る
方
法
、
さ
ら
に
高
齢
者
の
た
め
に
東
京
都
中
（４）
野
区
で
行
っ
て
い
る
「
中
野
方
式
」
、
す
な
わ
ち
民
営
賃
貸
ア
パ
ー
ト
を
公
的
機
関
が
貸
り
切
り
、
家
賃
の
一
部
を
そ
の
公
的
機
関
が
負
担することによって、その分入居者の家賃の低額化を図るなどの方式が券えられる。しかし第一の力法はかえって民
営賃貸住宅建設を抑止することとなる。また第二、第三の方式にもその政策効果や財源上の制約から限度があろう。
そうだとすれば、この点についてのより一般的な制度として、住宅手当制度の創設が必要となる。これについてはさ
き
に
述
ぺ
た
が
、
よ
り
具
体
的
に
い
え
ば
、
一
定
の
雅
準
に
よ
っ
て
設
定
さ
れ
た
家
賃
負
担
限
度
額
と
、
岐
低
居
住
水
準
が
み
た
さ
れ
た
民営賃貸住宅の家賃相場額との差額を居住者に金銭で支給する制度である。その財源は、現行の児童手当と同様に、
国、自治体、事業主の負担によって賄われるのが妥当と考えられる。この制度の必要性は、高齢者、障害者など所得
能力の弱い者にはとくに強い。この制度は、一般により高所得者を対象とした持家取得政策における有利な条件での
公的融資制度を成り立たしめる前提としても重要である。
つぎに、公的責任主体の役割としては二次的な持家保障については、国の保障手段としての逆ザャに対する国庫負
担つき公庫融資が中心で、それを補足する形で各自治体が、とくに勤労者階層を重点において資金貸付けないし利子
補給等を行っている。公団、公社も持家分誠指向を強めているが（第四期住宅建設五箇年計画では、公団は、持家一○万
戸、賃貸給与住宅五万戸に対し持家一○万戸）、全体からみた比重は小さい。
わ
が
国
に
お
け
る
持
家
指
向
の
強
さ
と
、
そ
れ
が
妓
低
居
住
水
瀬
以
上
の
水
準
碓
保
を
期
待
で
き
る
理
想
的
居
住
形
態
で
あ
る
こ
と
に
か
ん
が
み
、
右
の
よ
う
に
現
在
と
ら
れ
て
い
る
資
金
融
資
な
い
し
負
担
、
あ
る
い
は
利
子
補
給
は
、
賃
貸
住
宅
保
障
と
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た範囲内で継続ないし拡充がなされるべきである。とくに高齢者、障害者等の所得能力が弱い層あるいは高齢者を扶
養する者に対しては、より手厚い椛置がなされる必要がある。この場合、地価対簾、宅地造成などの土地対策や環境
整
伽
が
と
も
な
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
計
画
策
定
は
自
給
体
主
導
で
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
は
さ
き
に
も
ふ
れ
た
が
、
と
く
に
持
家
保
障
促
進
の
必
要
の
戯
い
自
治
体
に
対
し
て
は
、
国
の
直
接
的
補
助
の
必
要
が
あ
る
。
さらに、ローンによる持家取得については、その「ローン返済地湫」解消のための橘侭が譜ぜられる必要がある。
前述の住宅手当制度は、ローンによって持家を取得した者の月々の返済額が、収入額、家族榊成等に応じて設定され
た返済可能限度額をこえる場合、その差額を補うものとしてここでも適用されるべきである。ただし、ここでの住宅
手当は、相対的には高所得者を対象とするため、緊急度は民営賃貸住宅居住者に対するよりは低く、そしてその額は
住宅保障の法理と法構造
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全働住従雇当なとと一で役業つ部者宅来)}Ｉといな、イｌｔはＷＩ員現
ぎま層の存す文。ど企手なをＩこ在（：
“瀦僻iii脇篝茎'cry？,;〕業主るのたべるわる制給ししる業主要こｉｉｎｉ企てこち。度形力、て家主；
Ⅶ当１M織れ"ザヒ鮒蒋ミ
るをしに援業ｌＩ１なよるとこ’とでつ
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持負住の廃貝と憐を安さ題た、１１１家担宅圧止数し賃克定らル､（・持労]|［す手近さあて岱ｌｌｌｉ性にのし家働得る当をれるｈｌｌ（){す、家多か取者援こＩＩｉｌｌ受るい設宅るさｉＹいし得のlujと度けこはさにたら補こ、の住措ものると賃れハ!｝めに肋と、l「た居樋妥主のも金る（1Hに大にも業めにＩと当たはあ総必すもきもた三1；の関
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ての労岱染を手らここののの従
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後
者
に
対
す
る
額
よ
り
少
額
と
さ
れ
る
の
が
妥
当
で
あ
る
。
二）
１１Ｆ
業
主
八
あげた欠陥が、ここでもそのままあてはまる。任意制度であることからくる企業間格差、なかんずく中小企業労働者
に
恩
典
が
及
ば
な
い
こ
と
と
、
制
度
の
不
安
定
性
で
あ
る
。
さ
き
に
述
べ
た
労
働
群
の
持
家
取
得
に
は
た
す
べ
き
事
業
打
の
遮
要
な
役
割
にかんがみるとき、ここでも、鞭業主のこの面での援助をより将遍的かつ確固たるものとする法制が必要となる。
こ
の
点
で
参
考
と
な
る
の
は
フ
ラ
ン
ス
の
民
間
事
業
主
（
従
業
員
数
一
○
人
以
上
）
に
対
す
る
労
働
者
住
宅
建
設
の
た
め
の
強
制
拠
出
制度である（一九五三年川設）。拠川額は、征年、前年度の伐金総額の一％で、その秋立金は脚社従業貝川住宅の庇
接建設、自社従業貝の住宅建設盗金低利貸付または補助金支給、、社従業貝の住宅の琳築、修狐資金の貸付など、そ
（５）
の拠出企業従業員の住宅建設資金に使われる。しかし一九七一年以一後は、同年制定の法律によって創設された一戯齢者
（六五歳以上）、障害新、務年労伽者のための一般的な新仏宅手当のための財源にも一部（○二○％）あてられるこ
と
と
な
り
、
そ
の
対
象
は
そ
の
企
業
の
従
業
貝
の
枠
を
こ
え
る
こ
と
と
な
っ
た
。
わ
が
法
制
に
即
し
て
考
え
れ
ば
、
と
り
あ
え
ず
財
形
制
度
へ
の
全
事
業
主
の
強
制
加
入
と
、
賃
金
総
額
の
一
定
劉
合
の
拠
出
強
制
に
よ
る
財
形
給
付
金
、
財
形
雑
金
の
設
価
、
あ
る
い
は
財
形
仇
宅
貯
諮
の
援
助
が
考
え
ら
れ
る
が
、
制
皮
の
趣
て
力
は
そ
れ
に
は
か
ぎ
ら
れ
な
い
で
あ
ろ
う
。
要
す
る
に
よ
り
軌
間
な
事
業
主
拠
川
に
よ
る
国
民
の
持
家
取
得
援
助
制
度
の
砿
立
が
検
討
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
同
労
働
者
連
帯
な
い
し
社
会
連
帯
組
織
助住協を中心とするこの組織による仇宅保障が不測足であることはさきにもふれた。労働打がみずからの持家取得
の
た
め
に
、
み
ず
か
ら
蓄
滅
し
た
資
金
を
も
つ
と
い
う
こ
と
向
体
、
ま
た
そ
れ
ゆ
え
に
み
ず
か
ら
の
ニ
ー
ド
に
合
致
し
た
住
宅
の
取
得
が
可
能
と
な
る
と
い
う
こ
と
は
き
わ
め
て
有
意
義
な
こ
と
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
こ
の
基
金
の
枠
の
拡
大
は
今
後
大
き
く
促
進
さ
れ
る
必
要
がある。
住宅保障の法理と法椛造
九
化宅保陳の法理と決榊造
一三○
し
か
し
問
題
は
、
そ
の
労
働
肴
に
よ
る
払
金
へ
の
拠
川
、
あ
る
い
は
そ
こ
か
ら
の
貸
付
け
が
一
般
の
溢
水
主
義
的
金
融
原
理
に
委
ね
ら
れ
る
以
上
、
と
く
に
持
家
取
得
に
と
っ
て
も
っ
と
も
煎
要
な
価
格
面
で
の
メ
リ
ッ
ト
は
多
く
を
期
待
で
き
な
い
も
の
と
な
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
こ
に
、
資
本
主
義
社
会
を
前
提
と
す
る
労
働
者
迦
辮
の
限
界
が
あ
る
。
こ
れ
を
い
か
に
克
服
し
、
よ
り
低
廉
な
価
額
で
持
家
取
得
を
可
能
な
ら
し
め
る
か
が
今
後
の
課
題
で
あ
る
。
、
、
、
なお、とくに労働者連幣という声」とでなく、より広い社会述椛原班の発現として、持家取得に対する公的融贋の場
合
の
利
率
や
公
共
賃
貸
住
宅
に
お
け
る
家
賃
の
所
得
階
層
別
設
定
が
考
え
ら
れ
る
。
現
在
お
こ
な
わ
れ
て
い
る
、
前
者
に
つ
い
て
の
金
庫
の利率における低額所得者の優遇折世（住宅金融公服法二一条二班）、後者についての公営住宅における低額所得者に
対する家便減免制（公憐仇宅法一二条）、さらにさきにもふれた応能家伍制などはこの社会述柵爪班の一つのあらわれ
応
能
家
賃
は
、
国
、
自
治
体
の
高
所
得
者
へ
の
高
負
担
化
に
よ
る
責
任
回
避
と
し
て
抵
抗
も
強
い
で
あ
ろ
う
が
、
住
宅
面
に
つ
い
て
も
、
社会保障同鮫、高所得者による低所得者の負担軽減として、真の意味の社会連帯原理の導入が考えられてもよいと思
う。これも今後の大きな検討課題である。
と
み
る
こ
と
も
で
き
る
。
（１）篠塚、前掲論文一五瓦以下でも、公共興伐仇宅脂向のもとに、その「性能」の改祷の余地が検討される。
（２）この蛾低居住水準は第二節注’でみられるように枇帯構成によって変ってくるのであるから、民鴬貨岱仇宅入居希望世帯
構成の分布に応じて、その地域全体でそれぞれの枇併愉成に、それぞれの岐低鵬化水準をみたす戯貸仇宅が保陳されるよう
公的コントロールがなされることが要求される。
（３）応能家職制庇の公的な提筒としては、昭和五○年八川の他宅宅地辮識会弊巾「今後の仇宅政策の雑木的体系について」が
あるが、ここで提示された案は、賃貸住宅の家賃をその住宅供給サービスに見合うよう適正に評価し、入勝打はその収入、
部門に試みたにとどまる。
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こ
の
社
会
保
障
法
的
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
そ
の
保
障
主
体
Ⅱ
責
任
主
体
に
つ
い
て
も
、
単
に
国
、
自
治
体
と
い
う
公
的
責
任
主
体
の
「
住
住宅保陳の法理と法構造
一一一一一
家
族
構
成
等
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
負
担
限
度
額
ま
で
を
家
賃
と
し
て
負
担
し
、
適
疋
家
賃
と
の
差
額
は
公
的
補
助
対
象
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
（４）中野方式については、佐膿進編『商齢化と、治体福祉施簸』（同文館、昭和瓦七）二○三頁以下所収、「商齢考と化鵬サー
ピ
梁
「
ｌ
中
野
区
老
人
ア
パ
ー
ト
今
後
の
動
向
ｌ
」
（
前
川
成
巳
氏
執
錐
）
参
照
．
（５）くわしくは仇宅艀及協会編「欧米の住宅金融と政簸」（仇宅新報社、昭五三）三四○瓦以下参照。
む
す
び
住宅保障の法理と法榊迭
一一一一一・一
宅
政
蛾
」
と
し
て
で
は
な
く
、
鞭
業
主
や
労
働
者
述
糀
な
い
し
社
会
述
将
組
織
も
参
入
し
た
「
住
宅
保
障
」
の
概
念
榊
成
を
も
可
能
に
し
た。それら各責任主体側の役割分担についての本稿の図式はいまだきわめて籾雑であり、そのより綿密な検討も今後
の課題として残されているところである。
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